
（２）地域における魅力的な職場、学びの場づくり
○改正女性活躍推進法を踏まえ、女性活躍の更なる推進を図る。
⇒・男女間賃金差異及び女性管理職比率の情報公表の強化（常用労働者101人

      以上の一般事業主及び特定事業主に義務付け）、女性の健康上の特性に留意
      した取組の推進、ハラスメント対策の強化に取り組む。
○地域において女性にとって魅力的な職場づくり、学びの場づくりに取り組む。併せて、固
定的な性別役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の解消を
図る。
⇒・ 「新・女性デジタル人材育成プラン」に基づくデジタルスキルの習得支援・就労支援、

      地方や中小企業における女性の登用推進、中小企業における柔軟な働き方・ダイ
      バーシティ経営の推進、地域働き方・職場改革等の推進、農林水産業における女
      性活躍の推進、建設産業における女性活躍・定着の促進、各地域の魅力的な大
      学づくりに関する取組の推進等に取り組む。

（３）地域における人材確保・育成及び体制づくり
○独立行政法人国立女性教育会館を機能強化した「男女共同参画機構」（第217回
国会に法案を提出）の設立や、男女共同参画センターの機能強化等により、地域に
おける女性活躍・男女共同参画の推進体制の充実を図る。
⇒・男女共同参画センターガイドラインの策定など各地の男女共同参画センターの機能
強化に向けた取組、男女共同参画機構と各地の男女共同参画センターの情報プ
ラットフォームの構築、地域課題の把握に向けた統計データの整理等に取り組む。

○地域の実情に応じた自治体の取組を支援する。
⇒・地域女性活躍推進交付金・新しい地方経済・生活環境創生交付金等による自治体への支援、女性活躍に取り組む地方自治体の好事例の横展開等を行う。

（４）地域における安心・安全の確保
○災害時には、女性やこども、脆弱な状況にある人々がより多くの影響を受けることが指摘されており、女性と男性が災害から受ける影響やニーズの違いに十分に配慮された災害対応を推進し、
平常時・災害時を問わないフェーズフリーの観点を踏まえ、平常時から災害に強い地域社会の実現を図る。
⇒・能登半島地震調査の結果を踏まえた男女共同参画の視点からの取組の推進、防災・復興に関する政策・方針決定過程への女性の参画拡大、防災の現場等における女性の参画拡大、
消防吏員、消防団員への女性の加入促進、男女共同参画の視点に立った民間との連携・協働体制の構築、男女共同参画の視点を取り入れた防災教育の推進に取り組む。

Ⅱ 全ての人が希望に応じて働くことができる環境づくり
（１）女性の所得向上・経済的自立に向けた取組の強化
○非正規雇用労働者の正社員転換や女性デジタル人材の育成をはじめとするリスキリングの促進等
による「L字カーブ」の解消等により、女性が希望に応じて働くことができる環境づくりを進める。
⇒・ 「L字カーブ」の解消に向けた取組の強化、 「同一労働同一賃金」の遵守の徹底、 「新・女性

      デジタル人材育成プラン」に基づくデジタルスキルの習得支援・就労支援、求職者に対する情報
      公表の促進、女性の視点も踏まえた社会保障制度・税制等の検討、医療・介護・福祉などの
      分野で働く方々の賃上げ、雇用保険の適用拡大、ひとり親家庭への支援（就労支援、養育
      費受領率の向上等）等に取り組む。

正規雇用比率の推移（男女、年齢階級別）
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出身地域を離れた理由（男女別）
（東京圏以外出身で、現在は東京圏に住んでいる者のうち、自分の都合で出身地域を離れた者）

（令和６年度地域における女性活躍・男女共同参画に関する調査）
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（備考）１．「令和６年度地域における女性活躍・男女共同参画に関する調査」（令和６年度内閣府委託調査）より作成。回答者は18～39歳の男女。
２．自分の都合（進学や就職など）で、中学校卒業時点に住んでいた地域から転居し（離れ）たと回答した者に対し、

                  「あなたが、自分の都合で、中学校卒業時点に住んでいた地域から転居した（離れた）理由を教えてください。（いくつでも）」と質問。
３．東京圏は、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県。

                  東京圏以外出身で、現在は東京圏に住んでいる者… 中学校卒業時点では東京圏以外に居住しており、現在は東京圏に居住している者。
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（備考）１．総務省「就業構造基本調査」より作成。 ２．正規雇用比率は、当該年齢階級人口に占める「役員」及び「正規の職員・従業員」の割合。
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